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総 説

 は じ め に

職場や家庭生活での自動化・機械化，交通手段の発達

により，便利で快適になった反面，身体活動は著しく低

下している。また，高脂肪食の日常的な摂取による過栄

養状態も加わり，これらを背景にメタボリックシンド

ロームが急増している。2007 年に報告された厚生労働

省の調査では，20 歳から 74 歳の成人のうち，メタボリッ
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Metabolic syndrome or central obesity with multiple cardiometabolic risks is associated with a high risk 
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workers with metabolic syndrome for a long time, and we conducted a multicenter study to establish effective 
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In this paper, we will use our evidence to discuss the role of physical therapists in providing guidance  
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クシンドロームの該当者は男性 26.9%，女性 9.9% であ

り，その予備群の該当者は男性 22.5%，女性 7.3% でと

りわけ勤労世代での増加が著しい (1)。
メタボリックシンドロームの病態は，内臓脂肪の過剰

な蓄積を基礎とし，高血圧，脂質代謝異常，糖代謝異常

が累積した状態で，2 型糖尿病や心血管疾患の発症リス

クが高まることから早急な対策が必要である。また，こ

れらの疾患がもとで勤労者の休職や生産性低下に繋がる

ことは，企業にとっても大きな損失であるため，勤労者

の健康管理は重要な課題の一つである (2)。
本稿では，生活習慣病の前段階であるメタボリックシ

ンドロームを有する勤労者への身体活動支援について理

学療法士の関わりを紹介し，この分野における今後の課

題について言及する。

メタボリックシンドロームについて

動脈硬化性疾患の危険因子である肥満，高血圧，脂質

代謝異常，糖代謝異常が多数重積する病態は，1988 年

に Reaven によって Syndrome X (3) として報告されて以

降，死の四重奏 (4)，インスリン抵抗性症候群 (5)，内

臓肥満症候群 (6) などの名称で概念が提唱されてきた

が，世界保健機構（World Health Organization: WHO）と

National Cholesterol Education Program（NCEP）の Adult 
Treatment Panel III（ATP III）がそれぞれ示した考え方を

統一する形で「メタボリックシンドローム」が一般的な

呼称になっている。診断基準を巡っては，その後いくつ

かの公的機関から基準が公表され各国で臨床応用されて

いる。日本では，日本動脈硬化学会，日本糖尿病学会，日

本高血圧学会，日本肥満学会，日本循環器学会，日本腎

臓病学会，日本血栓止血学会，日本内科学会が合同でメ

タボリックシンドローム診断基準検討委員会を編成し策

定されたメタボリックシンドロームの診断基準が広く用

いられている(7)。基準の詳細は，腹囲が男性85 cm以上，

女性 90 cm 以上で，これに加えて高血圧（収縮期血圧

130 mmHg 以上，かつ / または，拡張期血圧 85 mmHg
以上），脂質代謝異常（中性脂肪 150 mg/dL 以上，かつ /
または，HDL コレステロール 40 mg/dL 未満），高血糖（空

腹時血糖 110mg/dL 以上）のうち 2 つ以上を満たすもの

である。

メタボリックシンドロームの基本病態は，腹腔内への

内臓脂肪の蓄積とインスリン抵抗性があり，どちらが

主要な病態なのかは現在も議論がなされている。1990年
代に脂肪細胞がアディポサイトカインを分泌する内分

泌臓器であることが明らかになり，これらの事実を基

に，肥満で分化・肥大化した内臓脂肪から分泌される

アディポサイトカインの異常を基礎としてインスリン抵

抗性を引き起こし，メタボリックシンドロームを形成す

るとのメカニズムが提唱されている。一方でこれらのメ

カニズムには異論もあり，現時点では統一的な見解をみ

ていない。

産業衛生におけるメタボリックシンドローム

本邦では 2008 年より，メタボリックシンドロームの

概念を用いて，2 型糖尿病や心血管疾患などの発症抑制

を目指す特定健診・特定保健指導が開始されている。こ

れは医療保険者に義務づけられた制度で，対象者は 40
歳以上の被保険者ならびに被扶養者である。特定健診の

結果，生活習慣病発症リスクの高いメタボリックシンド

ロームおよびその予備群に対し，リスクの程度に応じて

積極的支援，動機付け支援を行い，生活習慣の改善を図

り減量効果を得ることが目的である (8)。特定保健指導

は，医師，保健師，管理栄養士が中心となり実施される

が，積極的支援，動機付け支援のプログラムのうち，食

生活・身体活動支援に関する実践的指導は，厚生労働大

臣が定める「食生活の改善，運動指導に関する専門知識

および技術を有するもの」も実施できるとされている。

理学療法士はこれら専門知識および技術を有するものに

含まれ，147 時間の講習受講後に身体活動支援を行うこ

とができる (9)。
メタボリックシンドロームおよびその予備群は，若年

期から徐々に出現し，働き盛りの中年期を境に急激に増

加するが (1)，企業にとっても，これら勤労者の健康は，

休業率の増加や生産性の低下にも直結するものであり，

極めて重要な課題である。また，勤労者の生活習慣病の

増加は，健康保険組合においても医療費の増大や休業者

への傷病手当金の増加に繋がり，健全な財政基盤を脅か

しかねない問題でもある (10)。

メタボリックシンドロームへの身体活動支援

メタボリックシンドロームの成因については，いまだ

議論があるものの，基盤となる病態は内臓脂肪の蓄積と

インスリン抵抗性であるため，その対策の原則は，減量

による内臓脂肪の是正である。適切な減量には，食事に

て摂取エネルギーを適正レベルに抑えると同時に，蓄積

した脂肪を燃焼させるため，身体活動を通して消費エネ

ルギーを増加させる必要がある。厚生労働省が，2006
年に策定した「健康づくりのための運動基準 2006」(11)，
「健康づくりのための運動指針 2006（エクササイズガイ

ド 2006）」(12) によると，身体活動とは体力の維持・向

上を目的として意図的に行う「運動」と，職業や家事活

動を含む「生活活動」を合わせたものと定義され，生活

習慣病予防のために，運動の実践に加えて生活活動を増

やすことの有用性を提示している。また，メタボリック

シンドロームの人には 10 メッツ・時 / 週（30 から 60 分

の運動を週 3 回以上相当）を推奨している。これらの運

動基準・運動指針は 2013 年に改訂され，「健康づくりの

ための身体活動基準 2013」(13)，「健康づくりのための

身体活動指針（アクティブガイド）」(14) が公表された

が，基本的には 2006 年版の内容を踏襲しており，新規

の事項は身体活動と健康の量反応関係に基づき (15)，
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現在より毎日 10 分長く歩くことの推奨や高齢者の身体

活動基準を設けたことなどである。一方，メタボリック

シンドロームの診断基準の構成因子である高血圧，脂質

代謝異常，糖代謝異常に関連する各学会（日本高血圧学

会，日本糖尿病学会，日本動脈硬化学会）のガイドライ

ンでは，非薬物療法としての運動療法は有酸素運動を推

奨しており (16–18)，近年ではレジスタンストレーニン

グも降圧や血糖コントロールに有効とされている (16, 
17)。これらの基準や指針を踏まえると，メタボリック

シンドロームへの身体活動の対策は，運動強度の高い生

活活動を率先して行い，現在よりも歩く時間を増やす試

みをする（概ね 10 分程度）。さらに，有酸素運動を主体

とし，レジスタンストレーニングも併用するかたちで，

週 3 回，30 分から 60 分程度の運動を行うことと考えら

れる。

また，身体活動支援時には，行動科学を応用したアプ

ローチが効果的とされている。対象者の心理を Trans-
theoretical Model（TTM）(19) における 5 つのステージ（前

熟考期，熟考期，準備期，実行期，維持期）で捉えて運

動指導を行うことで，Self-efficacy（自己効力感）が増し，

行動変容が促されやすい (20)。行動科学で用いられる

技法は，自身の体重，歩数を日々記録する「セルフモニ

タリング」や，これから実施する運動の内容を具体的な

目標として定める「行動目標設定」，運動することを他

者に宣言する「コミットメント」など多岐にわたり，そ

れぞれのステージごとに推奨される技法がある (21)。
現在，日本理学療法士協会では予防分野に関する研修会

の開催や専門・認定理学療法士制度を開始しており，身

体活動支援はもとより，行動科学的アプローチに習熟し

た理学療法士の育成にも力を入れ始めている。

産業衛生におけるメタボリックシンドロームへの

理学療法士のかかわり

理学療法士は運動療法を生業とする専門職であり，そ

の役割は，ケガや病気などで身体に障害のあるものに対

し，理学療法を提供して身体機能を回復させることであ

る。そのため，これまで多くの理学療法士が医療施設に

所属し，脳血管疾患や整形外科疾患，内部障害を有する

患者に対して機能回復のためのいわゆる治療理学療法に

従事してきた。2000 年に介護保険制度が開始された頃

から，活動の場は在宅や福祉施設などの生活期理学療法

へと広がりを見せたが (22)，いずれの活動も疾病を持

つ方への関わりという点で共通している。近年，疾病予

防の重要性が叫ばれるなか，それに呼応するように理学

療法士が予防分野にも活動の場を広げつつある (23)。
特定健診・特定保健指導において身体活動に関する実践

的指導に携われる一職種として理学療法士が名を連ねて

いるのもその現れである。その他にも，糖尿病セルフケ

アを支援する日本糖尿病療養指導士 (24) や心血管疾患

の治療ならびに再発予防と quality of life（QOL）向上に

貢献する心臓リハビリテーション指導士 (25)，循環器

病の主たる原因である高血圧等の改善と予防を目指す高

血圧・循環器病予防療養指導士の受験資格を有する職種

に理学療法士が位置づけられており，生活習慣病の予防

や改善における身体活動支援への期待に十分に応えられ

る体制づくりが望まれる。また，現行の特定健診・特定

保健指導では，受診勧奨者や糖尿病などの生活習慣病治

療中の者は対象外のため，これらへの関わりにも力を入

れるべきだろう。

近年，変形性関節症や脊柱管狭窄症に代表される有痛

性の運動器障害により運動機能の低下を引き起こす運動

器症候群（ロコモティブシンドローム）が問題視されて

いる。肥満を伴うメタボリックシンドロームは，ロコモ

ティブシンドロームのリスクとされており (26)，現場

では疼痛を有するメタボリックシンドロームに対して身

体活動支援をする場合も多い。これら有痛性疾患を持つ

対象者には，理学療法士がこれまで培った医学・障害学

の知識と技術を活かすことができると考えられる。

理学療法士が生活習慣病予防の分野で地盤を築くに

は，エビデンスの蓄積が重要となる。チーム医療の一員

として理学療法士がメタボリックシンドロームに対する

身体活動支援を行い，体組成や血圧，代謝指標の改善を

みた報告 (27–29) や内臓脂肪と運動習慣の関連を示す報

告 (30) がなされているが僅かである。全国 9 ヶ所の労

災病院治療就労両立支援センター（旧，勤労者予防医療

センター）では 9 年前より，理学療法士が生活習慣病の

予防活動に従事し，身体活動支援を担っている。ここか

らは労災病院グループで行われた多施設共同研究につい

て理学療法士の関わりも含めて紹介したい。

我々は特定健診・特定保健指導に先立ち，「メタボリッ

クシンドロームに対する適切な生活指導を確立するため

の全国労災病院勤労者予防医療センター共同研究」

（J-STOP-METS 2 study）を実施した (31)。これらは医師，

保健師，管理栄養士，理学療法士からなるチームにより

対象者に個別指導を行い，その後，2 ヶ月毎に指導を加

える頻回指導群と，最初の個別指導のみでその後介入を

加えない単回指導群に無作為に割り付け，6 ヶ月後の減

量効果を検証したものである。

それぞれの職種の役割について表 1 に記す。当施設で

は，メタボリックシンドロームに対して生活習慣改善の

指導をする際，チームでの関わりを重要視しつつ，それ

ぞれの職種の専門性を生かしながら指導を行う (32)。
理学療法士の役割は，対象者自身に現在の健康状態を十

分理解してもらい，生活習慣の乱れを早期に発見し，身

体活動の方面から問題行動の是正を図ることである。ま

た，指導にあたっては，食事における摂取エネルギーや

栄養状態，本人のライフスタイル，リスク管理なども十

分考慮する必要があるため，常に他職種との情報共有を

することも大事なポイントである。

理学療法士を含む多職種による包括的な介入をおこ

なった J-STOP-METS 2 study の結果について述べる。表
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2，3 は，それぞれ 1 回の個別指導のみで 6 ヶ月後の減

量効果を判定する単回指導群（n＝57，50±10 歳，男性

38 名）と，それに加え 2 ヶ月毎に 1 回の計 3 回指導を

する頻回指導群（n＝52，50±10 歳，男性 39 名）の指

導前後での臨床データの比較である。単回指導群は，指

導前後で体重が 3.1% 減少し，腹囲，肝機能，脂質，糖

代謝指標が有意に減少した。頻回指導群は，体重が 5.1%
減少し，腹囲，肝機能，脂質，糖代謝指標の改善に加え

て，収縮期血圧と脈波伝播速度（baPWV）の改善がみ

られた。両群のパラメータの変化量を比較すると，頻回

表 1　J-STOP-METS 2 study における各職種の役割

医師
①メタボリックシンドロームの病態の程度や危険性の説明を行い，危機意識の啓発と行動変容への動機付けを行う。
② 2 ヶ月で体重の 5% 程度の減量目標を設定し（文献 41），それを達成するための行動目標に取り組むことへの同
意を得る。

保健師
①問題となる生活習慣を洗い出し，本人と確認の上で生活習慣を改善するための行動目標を立案する。
②体重，腹囲の自己記録の方法や，血圧高値の方へ家庭血圧の測定法について指導する。
③ストレスなどが生活のゆがみとなっているようなケースにはストレスの対処法，喫煙者では禁煙サポートをする。

管理栄養士
①減量目標の達成に必要な食事の仕方や食行動の是正法について指導する。
②被験者の嗜好やライフスタイルを考慮した上で，実戦可能なわかりやすい指導をする。

理学療法士
①既往歴，疼痛の有無など運動を実施する上での阻害要因をチェックし，身体活動支援時の考慮点とする。
②エクササイズガイド 2006（文献 12）を用いて週あたり 23 メッツ・時 / 週以上の身体活動になるように被験者の
ライフスタイルに合わせて生活活動，運動の行動目標を立案する。

表 2　単回指導における 6 ヶ月後の臨床データの比較（文献 31 より改変）

ベースライン 6 ヶ月後 P 値

体重（kg） 75.0±11.0 73.0±10.0 ＜0.0001
腹囲（cm） 92.8±8.4 90.9±8.8 ＜0.005
BMI（kg/m2） 26.8±3.7 25.9±3.7 ＜0.0001
収縮期血圧（mmHg） 139.7±15.5 138.3±18.9 n.s.
拡張期血圧（mmHg） 85.5±9.7 85.3±13.0 n.s.
baPWV（cm/sec） 1502±263 1475±253 n.s.
AST（IU/L） 29.3±17.8 24.8±11.3 ＜0.05
ALT（IU/L） 37.8±31.0 28.4±20.4 ＜0.05
γ-GT（IU/L） 80.7±93.4 58.7±54.9 ＜0.05
中性脂肪（mg/dL） 220.8±172.6 172.6±95.1 ＜0.01
HDL-コレステロール（mg/dL） 52.9±13.1 55.3±14.1 ＜0.05
LDL-コレステロール（mg/dL） 132.0±34.0 136.2±34.7 n.s.
空腹時血糖（mg/dL） 112.5±16.3 110.0±24.8 n.s.
HbA1c（%） 5.5±0.6 5.4±0.6 ＜0.005

Mean±SD，n.s.：not significant

表 3　頻回指導における 6 ヶ月後の臨床データの比較（文献 31 より改変）

ベースライン 6 ヶ月後 P 値

体重（kg） 74.6±12.7 72.3±12.1 ＜0.0001
腹囲（cm） 93.2±7.2 88.4±8.3 ＜0.0001
BMI（kg/m2） 27.2±3.4 25.8±3.5 ＜0.0001
収縮期血圧（mmHg） 139.3±11.6 134.4±18.1 ＜0.05
拡張期血圧（mmHg） 85.3±9.5 84.0±11.0 n.s.
baPWV（cm/sec） 1474±215 1431±225 ＜0.05
AST（IU/L） 31.2±13.4 26.5±11.9 ＜0.005
ALT（IU/L） 45.3±28.7 31.7±20.2 ＜0.0001
γ-GT（IU/L） 80.1±55.5 54.2±37.1 ＜0.0001
中性脂肪（mg/dL） 175.9±81.6 147.4±67.5 ＜0.005
HDL-コレステロール（mg/dL） 54.7±12.9 55.8±13.3 n.s.
LDL-コレステロール（mg/dL） 142.3±46.4 137.7±51.5 n.s.
空腹時血糖（mg/dL） 111.6±19.8 102.5±17.2 ＜0.0001
HbA1c（%） 5.5±0.6 5.3±0.6 ＜0.001

Mean±SD，n.s.：not significant
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指導群では単回指導群と比べて腹囲，γ-GTP，空腹時血

糖の低下度が有意に大きく（表 4），血糖レベルを，正

常型，境界型，糖尿病型の 3 群に分けて検討すると，頻

回指導群では糖尿病型の割合が 3 分の 1 に減少していた

（図 1）。一方，単回指導群では糖尿病型の頻度はやや増

加していたことから，糖尿病の予防には頻回指導が望ま

しいことが示された。

特筆すべきは図 2 のサブ解析の結果である。東北労災

病院の参加者 26 名（平均年齢 43±9 歳）を，6 ヶ月後

に体重の 5% 以上減量した群（5% 減量達成群；n＝9）
と減量が 5% 未満の群（5% 減量未達成群；n＝17）に分

けて，1 週間の身体活動量を比較したもので，5% 減量

達成群は未達成群に比べ，身体活動が有意に増加してお

り，その内訳は主に運動の増加であった。この結果は，

メタボリックシンドロームの健康度改善には体重の 5%

以上の減量が必要であり，これを達成するには食事の調

整に加えて活発な運動の実践が重要であることを示唆し

ている (33, 34)。
一方で，研究終了後の追跡調査では，健康行動を阻害

する要因として職業要因が過半数を占め，その内訳は長

期出張や仕事の疲労，残業等により運動する時間がない

ことであった (35)。この調査結果は，勤労者の健康行

動の実践において，本人の力だけでは解決できない職業

要因の存在を意味し，各自の自助努力に加えて職場の協

力の必要性を示唆している。

これら職業要因により運動の実施が困難な勤労者に対

する指導法の開発のため，次に我々は，「職域サポート

型積極的運動介入のメタボリックシンドローム改善効果

の検証」（J-STOP-METS WAVE 2 study）を立ち上げた。

近年，勤労者への身体活動を増やす手段として職場への

介入が報告されており (36–39)，これをメタボリックシ

ンドロームの勤労者に応用した研究である。現在進行形

の研究のため，詳細については言及を控えるが，職業要

因がもとで運動が継続できない者に対する新たな指導法

の一つとなることが期待される。

生活習慣病予防における理学療法士の課題

勤労者のメタボリックシンドロームに対して理学療法

士が関わる際に十分認識すべきことは，他職種（医師，

保健師，管理栄養士，理学療法士など）による包括的な

介入が有効な点である。生活習慣病の背景には，身体活

動の低下以外にも，食生活の問題や飲酒・喫煙などの嗜

好品，ストレスや長時間労働，睡眠時間の不足も関連す

るとされ (40)，これらの要因が重積することで不健康

な生活習慣が作り出されるため，他職種との情報共有を

密にし，対象者を取り巻く個々の背景に応じた関わりが

有効である。そのためこの分野の理学療法士には身体活

図 1　各指導群における指導前後の空腹時血糖レベルの割合

（文献 31 より改変）
：NG， ：IFG， ：DM

NG：正常型（110 mg/dL 未満），IFG：境界型（110–125 mg/dL），
DM：糖尿病型（126 mg/dL 以上）

表 4　単回指導と頻回指導の変化量の比較（文献 31 より改変）

単回指導 頻回指導 P 値

体重（kg） －2.5±4.7 －4.1±4.6 n.s.
腹囲（cm） －1.9±5.7 －4.8±5.6 0.02
BMI（kg/m2） －0.8±1.6 －1.41±1.6 n.s.
収縮期血圧（mmHg） －1.7±14.1 －4.9±14.0 n.s.
拡張期血圧（mmHg） －0.5±10.6 －2.0±10.0 n.s.
baPWV（cm/sec） －27±134 －55±134 n.s.
AST（IU/L） －4.9±9.1 －4.2±8.7 n.s.
ALT（IU/L） －11.2±14.8 －11.5±14.7 n.s.
γ-GT（IU/L） －14.5±24.0 －24.4±23.4 0.03
中性脂肪（mg/dL） －21±77 －35±67 n.s.
HDL-コレステロール（mg/dL） 2.4±7.7 1.3±7.3 n.s.
LDL-コレステロール（mg/dL） 5.1±26.1 －4.0±25.4 n.s.
空腹時血糖（mg/dL） －2.5±14.1 －9.0±14.0 0.03
HbA1c（%） －0.12±0.35 －0.23±0.38 n.s.

Mean±SD，n.s.：not significant
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動支援だけではなく，栄養，心理など幅広い知識と技術

を兼ね備えたジェネラリストの側面も必要とされる。し

かし，現状ではこの分野の理学療法士教育は十分に確立

していない。さらなる少子・高齢社会が進むなか，社会

の要求に対応できるように教育システムを充実させ，生

活習慣病予防における質の高い理学療法士を送り出すこ

とが重要である。また，理学療法士が健康増進に寄与で

きる専門職として関連職種に広く認知されるためには，

エビデンスの集積など客観的な根拠も必要と思われるこ

とから，臨床に加えて研究にも力を注ぐべきであろう。
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